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第２－２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（５億円以上）

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の
氏名及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、

施策及び目標
補助金等の交付以外の

方法の可能性
課（室）名 備考

5
（1）

私立高等学校等
振興補助金
（令和6年度）

学校法人暁学園
四日市市萱生町
238

578,608 私立高等学校等に
おける教育に係る
経常的経費に助成
する。

（目的・理由）
私立学校の建学の精神に基づ
いた特色ある教育の向上への
支援及び保護者の経済的負担
の軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付
要綱

（政策）
教育
（施策）
学びを支える教育環境
の整備
（目標）
私学教育の振興

公教育の一翼を担って
いる私立学校に対して、
支援を行ううえでは、経
常的経費に係る補助金
の交付が適当である。

私学課

8
（1）

同上 学校法人鈴鹿享栄
学園
鈴鹿市庄野町1260

619,054 同上 同上 同上 同上 同上

9
（1）

同上 学校法人高田学苑
津市大里窪田町字
下沢2865-1

712,819 同上 同上 同上 同上 同上

11
（1）

同上 学校法人三重高等
学校
松阪市久保町1232

615,990 同上 同上 同上 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　 　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 私立高等学校等振興補
助金

私立高等学校等振興補
助金

学校法人津田学園 406,188 私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交
付要綱

私学課

2 同上 同上 学校法人暁学園 578,608 同上 同上
3 同上 同上 学校法人四日市メリ

ノール学院
254,917 同上 同上

4 同上 同上 学校法人エスコラピオ
ス学園

397,012 同上 同上

5 同上 同上 学校法人鈴鹿享栄学園 619,054 同上 同上
6 同上 同上 学校法人高田学苑 712,819 同上 同上
7 同上 同上 学校法人セントヨゼフ女

子学園
208,016 同上 同上

8 同上 同上 学校法人三重高等学校 615,990 同上 同上
9 同上 同上 学校法人皇學館 368,280 同上 同上
10 同上 同上 学校法人伊勢学園 251,611 同上 同上
11 同上 同上 学校法人愛農学園 80,601 同上 同上
12 同上 同上 学校法人日生学園 282,895 同上 同上
13 同上 同上 学校法人みえ大橋学園 64,213 同上 同上
14 同上 同上 学校法人玉村学園 12,402 同上 同上
15 同上 同上 学校法人八木学園 34,400 同上 同上
16 同上 私学振興会退職基金事

業補助金
公益社団法人三重県私
学振興会

138,653 環境生活部関係補助金等交
付要綱

同上

17 同上 日本私立学校振興・共
済事業団補助金

日本私立学校振興・共
済事業団

86,353 同上 同上

18 私立特別支援学校振興
補助金

私立特別支援学校振興
補助金

学校法人特別支援学校
聖母の家学園

243,157 私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交
付要綱

同上

19 私立専修学校振興補助
金

私立専修学校振興補助
金

学校法人みえ大橋学園 11,384 同上 同上

20 同上 同上 学校法人古川学園 17,496 同上 同上
21 斎宮歴史博物館管理運

営費
斎宮跡普及・啓発活動
等支援補助金

明和町 19,357 環境生活部関係補助金等交
付要綱

文化振興課

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　 　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

22 隣保館運営費等補助金 隣保館運営費等補助金 桑名市 13,890 地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱
環境生活部関係補助金等交
付要綱

人権課

23 同上 同上 四日市市 14,780 同上 同上
24 同上 同上 鈴鹿市 20,186 同上 同上
25 同上 同上 津市 71,623 同上 同上
26 同上 同上 松阪市 22,039 同上 同上
27 同上 同上 伊勢市 14,717 同上 同上
28 同上 同上 伊賀市 52,582 同上 同上
29 同上 同上 名張市 14,772 同上 同上
30 資源循環システム構築

事業費
三重県産業廃棄物抑制
等設備機器整備費補助
金

三重中央開発株式会社 61,109 環境生活部関係補助金等交
付要綱

資源循環推
進課

31 同上 同上 ヤマギシズム生活豊里
実顕地農事組合法人

23,300 同上 同上

32 同上 同上 株式会社ウエスギ 48,133 同上 同上
33 同上 同上 大日コンクリート工業株

式会社
13,421 同上 同上

34 同上 同上 井村屋株式会社 39,533 同上 同上
35 同上 同上 味の素株式会社 14,475 同上 同上
36 同上 三重県産業廃棄物抑制

等研究開発事業費補助
金

三菱ケミカル株式会社 17,823 同上 同上

37 海岸漂着物対策推進事
業費

海岸漂着物等対策事業
補助金

四日市港管理組合 17,544 同上 同上

38 脱炭素社会推進事業費 三重県太陽光発電設備
等設置費（個人向け）補
助金

桑名市 12,280 同上 地球温暖化
対策課

39 同上 同上 四日市市 15,111 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　 　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

40 脱炭素社会推進事業費 三重県太陽光発電設備
等設置費（個人向け）補
助金

鈴鹿市 11,980 環境生活部関係補助金等交
付要綱

地球温暖化
対策課

41 同上 同上 津市 18,882 同上 同上
42 同上 同上 松阪市 15,066 同上 同上
43 同上 同上 伊勢市 13,343 同上 同上
44 同上  三重県県有施設太陽

光発電設備等設置費
（ＰＰＡ方式）補助金

上野ガス株式会社 16,351 同上 同上

45 生活基盤施設耐震化等
補助金

生活基盤施設耐震化等
補助金

伊賀市 59,886 同上 大気・水環
境課

46 同上 同上 伊勢市 56,010 同上 同上
47 同上 同上 津市 133,368 同上 同上
48 同上 同上 松阪市 13,889 同上 同上
49 同上 同上 鈴鹿市 47,097 同上 同上
50 同上 同上 菰野町 14,194 同上 同上
51 同上 同上 志摩市 77,542 同上 同上
52 同上 同上 多気町 24,333 同上 同上
53 同上 同上 大紀町 16,162 同上 同上
54 浄化槽設置促進事業補

助金
浄化槽設置促進事業補
助金
公共浄化槽等整備促進
事業補助金
特定地域生活排水処理
施設整備促進事業補助
金

松阪市 11,219 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-4 私立高等学校等振興
補助金

学校法人津田学園
四日市市笹川1丁目
106-2

244,674 406,188 （根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
私立学校の教育条件の維持・向上並びに在籍児
童・生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図る
ためには、私立学校の経営の健全性を高め、その
発展を促進する必要がある。
（効果）
学校法人の経営の安定性の確保に寄与することが
できた。
（交付基準の妥当性）
学校種ごとに配分基準を設けて算出している。

私学課

6-5 同上 学校法人暁学園
四日市市萱生町238

374,284 578,608 同上 同上

6-6 同上 学校法人四日市メリ
ノール学院
四日市市平尾町2800

145,843 254,917 同上 同上

6-7 同上 学校法人エスコラピオ
ス学園
四日市市追分1丁目9-
34

237,656 397,012 同上 同上

6-8 同上 学校法人鈴鹿享栄学園
鈴鹿市庄野町1260

367,316 619,054 同上 同上

6-9 同上 学校法人高田学苑
津市大里窪田町字下沢
2865-1

430,382 712,819 同上 同上

6-10 同上 学校法人セントヨゼフ女
子学園
津市半田1330

123,281 208,016 同上 同上

6-11 同上 学校法人三重高等学校
松阪市久保町1232

380,386 615,990 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-12 私立高等学校等振興
補助金

学校法人皇學館
伊勢市神田久志本町
1704

227,174 368,280 （根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
私立学校の教育条件の維持・向上並びに在籍児
童・生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図る
ためには、私立学校の経営の健全性を高め、その
発展を促進する必要がある。
（効果）
学校法人の経営の安定性の確保に寄与することが
できた。
（交付基準の妥当性）
学校種ごとに配分基準を設けて算出している。

私学課

6-13 同上 学校法人伊勢学園
伊勢市黒瀬町562-13

142,632 251,611 同上 同上

7-3 同上 学校法人愛農学園
伊賀市別府690

39,987 80,601 同上 同上

6-14 同上 学校法人日生学園
津市白山町八対野2739

170,123 282,895 同上 同上

環境生活部　5
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-1 私学振興会退職基金
事業補助金

公益社団法人三重県私
学振興会
津市上浜町１丁目293-
4

－ 138,653 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担う私立学校の教職員退職手当資
金を充実し就労環境の安定に寄与することで、教育
の充実が図られる。
（必要性）
私立学校で優れた教育が提供されるためには、退
職手当制度が充実し、教職員が安心して授業を実
施できるようにすることが必要である。
（効果）
退職金制度の安定化に寄与し、教職員の処遇の安
定、必要な人材の確保に寄与することができた。
（交付基準の妥当性）
教職員の標準報酬月額の総計に補助率を乗じて算
出している。

私学課

7-2 日本私立学校振興・
共済事業団補助金

日本私立学校振興・共
済事業団
東京都文京区湯島1丁
目7-5

86,544 86,353 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担う私立学校の長期共済事業を充
実し就労環境の安定に寄与することで、教育の充実
が図られる。
（必要性）
私立学校で優れた教育が提供されるためには、長
期共済事業が充実し、教職員が安心して授業を実
施できるようにすることが必要である。
（効果）
長期共済事業の安定化に寄与し、教職員の処遇の
安定、必要な人材の確保に寄与することができた。
（交付基準の妥当性）
教職員の標準報酬月額の総計に補助率を乗じて算
出している。

同上

環境生活部　6

【
所

管
事
項
説
明
】

8



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-15 私立特別支援学校振
興補助金

学校法人特別支援学校
聖母の家学園
四日市市波木町330-5

－ 243,157 （根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
私立学校の教育条件の維持・向上並びに在籍児
童・生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図る
ためには、私立学校の経営の健全性を高め、その
発展を促進する必要がある。
（効果）
学校法人の経営の安定性の確保に寄与することが
できた。
（交付基準の妥当性）
補助対象経費を定め算出している。

私学課

環境生活部　7

【
所

管
事
項
説
明
】

9



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-16 隣保館運営費等補助
金

津市
津市西丸之内23-1

－ 71,623 (根拠）
地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要
綱
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
当補助金は、地域社会全体の中で福祉の向上や人
権啓発の住民交流の拠点となる隣保館への支援で
あり、公益性を有する。
（必要性）
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第７条
の規定に基づく「人権教育・啓発に関する基本計画」
に、隣保館の役割が位置付けられており、開かれた
コミュニティーセンターとして、隣保館は地域におけ
る生活上の課題解決に向けた地域福祉の推進や、
さまざまな人権課題の解決のため設置運営され、各
種事業を実施する必要がある。
（効果）
開かれたコミュニティーセンターとしての隣保館の運
営、事業の推進に寄与できた。
（交付基準の妥当性）
市町隣保館の運営費と事業毎に基準額を設け、そ
の範囲内で3/4の補助を基本とし交付している。補
助金の内、2/3が国より交付されている。

人権課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-17 生活基盤施設耐震化等
補助金

津市
津市西丸之内23-1

－ 133,368 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公益性のある水道事業にかかる補助金である。
（必要性）
水道基幹管路や施設の老朽化が進んでおり、更新すると
ともに耐震化することが必要である。
（効果）
水道基幹管路や施設の更新や耐震化がされることで、水
道事業の基盤強化が図られた。
（交付基準等の妥当性）
国土交通省の交付基準である。
（その他）
国から県が一括して交付金を受けて、市町に配分する事
業で、国10/10負担の補助金である。

大気・水環境
課

6-18 同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方3098-
22

－ 77,542 同上 同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 フリースクールで学
ぶ私立学校児童生徒
支援事業補助金

新設 経済的な事情により学びを継続する機会を逸しないよう、フ
リースクールで学ぶ子どもを支援するために新設した。

私学課

2 三重県私立学校安全
特別対策事業費補助
金（学校における性
被害防止対策に係る
支援）

新設 私立特別支援学校における子どもの性被害防止を図ること
を目的として新設した。

同上

3 県立文化施設を活用
した文化団体等の活
動再開支援補助金

廃止 助成事業の目的を一定達成したと考えられるため廃止し
た。

文化振興課

4 三重県留学生等支援
事業補助金

廃止 補助事業の目的を一定達成したと考えられるため廃止し
た。

ダイバーシ
ティ社会推進
課

5 三重県犯罪被害者等
再提訴費用助成金

新設 犯罪被害者及びその遺族の経済的負担の軽減を図るた
め、損害賠償金請求に係る時効更新手続きに要する費用
のうち、裁判所及び委任した弁護士に対して支払う費用を
助成する制度を新設した。

くらし・交通安
全課

6 防犯カメラ設置事業
補助金

新設 自治会等に対して、防犯カメラの設置を推進する市町を支
援するため、防犯カメラの設置費用を助成する市町への補
助金制度を新設した。

同上

7 電気自動車等導入費
補助金

新設 県内における電気自動車及び燃料電池自動車の普及を促
進するため、購入補助を行っている市町の補助金に県が上
乗せして補助を行う制度を新設した。

地球温暖化対
策課

補助金等の見直し状況
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